


コロナ禍における少子化対策
行動経済学から考えるネット型マッチングサービスにおける 3つの意思決定先送り要因

総合政策研究部 研究員 清水 仁志
h-shimizu@nli-research.co.jp

1―ネット型マッチングサービスの登場
　日本において少子化が進行した主な要

因は、非婚化・晩婚化である。しかし、今も

昔と変わらず、独身者の多くは結婚願望を

持っている。国立社会保障・人口問題研究

所「出生動向基本調査」によると、「いずれ結

婚するつもり」との回答は依然として85%

を超えており、高水準を維持している。独

身にとどまっている理由では、「適当な相手

に巡り合わない」との回答が男女ともに5

割程度存在しており、マッチングの効率化

が、少子化対策に有効であると考えられる。

　婚活におけるパートナー探しの方法は、こ

こ数十年で大きく変化している。以前は、知

人・兄弟姉妹からの紹介やお見合い、結婚

相談所などの仲介人型の婚活手段がメイン

であった。しかし、最近では、婚活アプリや

SNS、オンラインビデオアプリを用いたイベ

ントなどのより便利性の高いネット型サー

ビスが登場している。これまでの結婚相談

所などの伝統的なサービスと比べてネット

型サービスの利用者は急増している。［図表］

2―マッチングサービスの利便化に
　　　伴う非マッチング
　利便性の高いネット型サービスが登場

し、普及する間においても日本全体の婚姻

数の低下に歯止めはかかっていない。

　本稿では、行動経済学の視点から、ネッ

ト型サ―ビスの特徴と、それら利用者の

意思決定の先送りに関する3つの要因に

ついて考えてみたい。

1｜選択肢の増加と「決定回避の法則」
　「決定回避の法則」とは、選択肢が多い

場合、どれを選ぶかを決めることが困難に

なり、結果、意思決定そのものをしなくな

るという法則である。

　これまでの仲介人型の婚活では数人

～数十人の中から相手を選べばよかった

が、ネット型サービスではサービス登録

者数万人以上の中から一人を選ばなけれ

ばならず、選択肢を吟味する負荷が大きく

なった結果、選ぶこと自体をやめてしまっ

ている可能性が指摘できる。

2｜リアルの出会いからネット上での出会い
　への変化と「確率の認知バイアス」
　「確率の認知バイアス」とは、主観的確

率が客観的確率とずれていることを示

す。通常、客観的確率が90%といった比

較的高い確率のものを実際はより低い確

率と感じる一方で、10%といった比較的

低い確率をより高く感じる傾向がある。

　通常、出会いの機会が多くなると、相手

に求める水準は高くなる。ネット型婚活

サービスは、実際に相対することなく相手

に関するある程度の情報を手に入れるこ

とができるため、その利用者の期待水準

は相当程度押し上げられることが予想さ

れる。確かにネット上では期待水準を上回

る相手は多そうではあるが、マッチングに

至るには、オンラインからリアルへの移行

が必須であり、実際にそうした好条件とさ

れる相手とマッチングできる確率は非常

に低いであろう。しかし、確率の認知バイ

アスは、あたかもそうした人が自分とマッ

チングできる可能性があると確率を過大

認知してしまい、意思決定の先送りを行っ

ている可能性がある。

3｜単位コストの低下と「サンクコスト効果」
　サンクコストとは、今後の意思決定にか

かわらず回収が出来なくなった投資費用

を指し、そのサンクコストを取り戻そうと

する心理によって合理的な判断を妨げる

ことを「サンクコスト効果」という。

　従来の結婚相談所や友人からの紹介を

通じたマッチングでは、比較的高額な金銭

的コストや、断ったら申し訳ないといった

心理的コストが大きく、相手に求める条件

の不一致は、ある程度許容されるかもしれ

ない。しかし、ネット型マッチングサービス

では、アプローチできる人数が増加した結

果、一人当たりにかかるコストは著しく低下

しており、サンクコストの低さから条件の

不一致に対する許容度も低くなっている可

能性がある。結果、自分の求める条件を少し

でも相手が満たしていなければ、マッチン

グを見送る意思決定を行うかもしれない。

3―ネット型マッチングサービスの
　　　  潜在的可能性を活かすために
　ネット型マッチングサービスは、自身の

コミュニティにおいて出会いがない人に

とっては、コストを抑えつつマッチング機

会を作る有用な手段である。また、コロナ

禍においてはリアルでの出会いの場は急

減しており、ネット型のサービスはその解

決策となることが期待され、その潜在的可

能性は計り知れない。

　ネット型マッチングサービスの活用で、着

実に婚姻数を増やしたいのであれば、デジ

タルが得意とするテクノロジー技術を駆使

し、データをより詳細に分析することで個々

の利用者に合致したサービスを提供し、先述

した利用者の3つの意思決定先送り要因を

惹起させないことが必要ではないだろうか。
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データヘルス改革  集中改革プラン
いよいよ PHRシステムが稼働

保険研究部 准主任研究員 村松 容子
yoko@nli-research.co.jp

　データヘルス改革は、国民の健康寿命

のさらなる延伸および効果的・効率的な

医療・介護サービスの提供に向け、ICT

を活用して健康・医療・介護領域のビッ

グデータを集約し、利活用するためのプ

ラットフォームを構築しようとするもの

だ。。2025年度に向けた推進計画工程表

が公表されている*。

1― 2022年度までの集中改革プラン
　新型コロナウイルスの感染抑制策にお

いて、諸外国と比べて健康・医療関連情

報の集約と利活用が遅れている現状を

認識することとなった。また、各種手続き

等のオンライン化に対する国民の関心が

高まっている。こういった状況の中、今後

2年間で、特に以下3つのサービスについ

て、「新たな日常にも対応したデータヘルス

の集中改革プラン（集中改革プラン）の構

築を図り、実現に向けて議論が進められる

ことになった。

1｜全国で医療情報を確認できる
　仕組みの拡大
　全国どこでも自身の保健医療情報が医師

などに安全に共有される仕組みの拡大を目

指している。救急や災害時であっても、より

適切で迅速な診断や検査、治療等を受ける

ことを可能とすることを目的とする。

　医療機関等による情報の閲覧は、患者

の同意のもとで行われる予定である。救急

時や災害時には、原則として、マイナンバー

カードの顔写真により本人確認をし、同意

を得た上で医療情報を閲覧する。マイナン

バーカードがない場合や本人の同意が得

られる状態でない場合の扱いについても

検討が続けられている。

2｜電子処方箋の仕組みの構築
　リアルタイムの処方情報共有、薬局にお

ける負担軽減、患者の利便性の向上を実

現するものである。

　マイナポータルを通じて処方されてい

る薬を閲覧できる等のメリットがあると

されるが、一番の効果は重複投与や過剰

投与の改善にあるものと考えられよう。

3｜自身の保健 医療 情報を活用できる
　仕組み（PHR：Personal Health

　Record）の拡大
　マイナポータルを通じて、自分自身の保

健医療情報をPCやスマートフォンから閲

覧することができる。個人のニーズに応じ

て、民間の健康医療支援サービス等を受

けることも可能となる予定である。

2―今後の展開
1｜民間PHR事業者の参入が
　期待されている
　集中改革プランのうちPHRは、医療機関

にかかっていない人も含めて、すべての人

が接することができる身近なサービスだ

ろう。自分の健診結果や受診歴が集約され

ることで、利用者が自分の健康に関心を持

ち、健康状態の改善に向けた行動に役立て

てほしいといった意味があると思われる。

　PHRは、健康増進サービスを提供する

民間事業者の参入が期待されている分

野で、個人が、自分のニーズに応じて、マイ

ナポータルに搭載されている情報を民間

サービスと連携することで、より自分に適

したサービスを受けられるようにすること

が考えられている。

　民間PHR事業者によるサービスが充

実している国は多い。特に、糖尿病、心疾

患、禁煙プログラム、メンタルヘルス、が

んの通院治療等、次の受診日までの生活

をサポートする内容のサービスが多く、日

常における血圧や血糖値、体重、睡眠情

報、運動情報などのバイタルデータのほ

か、医療データ利用が活発な国では個人

から提供された医療情報を活用してい

る。患者は、次の受診までの間にサポート

を受けると同時に、民間PHRサービスの利

用状況を医療機関に提示することで、医療

機関からもより適切な治療を受けること

が可能となる等のメリットがある。医療機

関も受診時以外の患者の状況を把握する

ツールとなる。

2｜医療情報を活用することへの理解が
　得られるか
　データヘルス改革の効果を享受するた

めには、マイナンバーを使って医療関連

データを連結し、閲覧できるようにするこ

とへの国民の理解と、マイナンバーカード

の普及という課題を克服する必要がある。

　マイナンバーカードの申請が国の計画

から大幅に遅れていることを踏まえれ

ば、健診情報や医療情報を確認できる仕

組みができたとしても、情報提供の同意や

利活用には慎重な人が多い懸念がある。

　国が提供する全国で医療情報を確認で

きる仕組みやPHRシステム、および民間

PHR事業者によるサービスが魅力的なも 

のであれば、自分自身の健康情報の利活 

用に対する抵抗感の払拭やマイナンバー  

カードの普及が進むきっかけとなるので

はないだろうか。

［*］村松容子「医療・介護分野のデータ利活用によ
る新たなサービスが2020年度稼働～「データヘル
ス改革」の進捗と展望」ニッセイ基礎研究所、保険年
金フォーカス2019年9月24日

保険・年金フォーカス
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新型コロナによる都道府県別の個人消費減少額を試算
緊急事態宣言の再発令でさらなる落ち込みは不可避

経済研究部 経済調査部長 斎藤 太郎
tsaito@nli-research.co.jp

Weeklyエコノミスト・レター

1―緊急事態宣言が再発令

　政府は1月7日に、1都3県（東京都、神

奈川県、埼玉県、千葉県）を対象に緊急

事態宣言を発令した後、1月13日には対

象地域に7府県（大阪府、京都府、兵庫

県、愛知県、岐阜県、福岡県、栃木県）を

追加した。さらに、2月2日には当初1ヵ

月としていた緊急事態宣言の期間を、栃

木県を除き3月7日までの2か月に延

長した。日本経済は、2020年5月の緊

急事態宣言解除後、重い足取りながら

持ち直しの動きを続けてきたが、緊急

事態宣言の再発令によってこの流れが

いったん途切れることは確実となった。

2―新型コロナウイルス感染拡大に
　　　伴う個人消費の減少額

　今回の緊急事態宣言は対象地域が限定

されており、対象地域とそれ以外では消費

動向に差が出てくることが考えられる。前

回の緊急事態宣言時においても、東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県では、4/7～

5/25の全期間で緊急事態宣言が発令さ

れていたのに対し、38県では期間が4/16

～5/20と2週間程度短かった。

　ここでは、新型コロナウイルスの感染拡

大を受けた外出自粛や前回の緊急事態宣言

によって、都道府県別の個人消費がどれだ

け落ち込んだかを確認した上で、緊急事態

宣言の再発令によって個人消費がさらにど

れだけ落ち込む可能性があるかを試算した。

　地域別の消費動向を包括的に把握する

ことができる統計は少ない。都道府県別

の個人消費の全体像を捉えることができ

るのは内閣府の「県民経済計算」だが、同

統計の計数は基本的に年ベースであり、最

新値は2017年度となっている。一方、内閣

府は2012年4月から「地域別消費総合指

数」を試算しており、都道府県別の消費指

数（原数値、季節調整値）が月次ベースで提

供されている。

　そこで、「県民経済計算」と「地域別消費

総合指数」を用いることにより、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響で、都道府県

別の個人消費がどれだけ落ち込んだかを

試算した。

　試算の具体的な手順は以下のとおりで

ある。

（1） 県民経済計算における全県計の

2017年度の個人消費（持ち家の帰属

家賃を除く家計最終消費支出、以下

同じ）に対する国民経済計算におけ

る2019年の個人消費の比率を用い

て、都道府県別の個人消費の2019年

の値を求める。

（2） 2020年2月以降の都道府県別消費

指数（季節調整値）と2020年1月との

乖離率を新型コロナウイルス感染拡

大による個人消費の減少率とし、これ

に2019年の都道府県別個人消費を

掛け合わせ、12で割ることにより月次

ベースの個人消費の減少額を求める。

（3） 緊急事態宣言が発令された2020年

4月、5月については、2020年3月か

らの減少率を緊急事態宣言による影

響として取り出す。

（4） 「地域別消費総合指数」の最新値は

2020年9月なので、10～12月につい

ては当研究所が作成している全国ベー

スの月次GDP（月次民間消費）を基に

全都道府県の指数を先延ばしする。

　このようにして求めた2020年2月から

12月までの都道府県別個人消費の減少

額は図表1のとおりである。全国の個人消

費減少額は▲19.3兆円、年間の個人消費

に対する割合は▲7.9%となった。このう

ち、2020年4、5月が▲6.5兆円と全体の

約3分の1を占めており、このうち▲3.6兆

円が緊急事態宣言の影響によるものと考

えられる。

　都道府県別では、個人消費の減少額

が最も大きいのは東京都の▲4.1兆円と

なった。東京都はもともと個人消費の規

模が大きい（全国に占める割合は14%）

さいとう・たろう
92 年日本生命保険相互会社入社。

96年 ニッセイ基礎研究所、19年より現職。
12年から神奈川大学非常勤講師（日本経済論）を兼務。

優秀フォーキャスターに8回選出。
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ため、減少額が大きくなることは当然だ

が、年間の個人消費額に対する割合でみて

も▲11.7%と全国で最も高くなっている。

　東京都は、緊急事態宣言の期間が最も

長かったことに加え、飲食店の営業時間

短縮、東京アラートの発動など、独自の自

粛要請を多く行った。このことが外食、旅

行、娯楽などの対面型サービス消費を中心

に、東京都の消費の落ち込みの大きさに

つながっていると考えられる。

　緊急事態宣言の期間が東京都と同じ長

さだった神奈川県、埼玉県、千葉県につい

てみると、個人消費の減少割合は神奈川

県が▲8.5%（▲1.6兆円）、埼玉県が▲

8.0%（▲1.1兆円）、千葉県が▲7.2%（▲

0.9兆円）となっており、全国平均と大きな

差はみられない。

　一方、個人消費の減少割合が小さいの

は、徳島県（▲0.4%）、香川県（▲1.7%）、高

知県（▲1.7%）、愛媛県（▲2.4%）の四国

地方で、これら4県では、個人消費の水準

が2020年9月時点で新型コロナウイルス

感染拡大前の2020年1月を上回っている

［図表2］。

3―緊急事態宣言再発令の影響試算

　次に、緊急事態宣言再発令を受けた個

人消費の追加的な減少額を試算する。前

回の緊急事態宣言時は、飲食店、遊興施

設、百貨店などが全面休業に追い込まれ

たのに対し、今回は飲食店の営業時間短

縮、大規模イベントの人数制限など規制の

範囲が狭い。また、緊急事態宣言の対象地

域も11都府県（2月8日以降は10都府県）

に限られている。さらに、緊急事態宣言が

再発令される前の時点で、消費はすでに平

常時よりも抑制された状態にある。これら

のことを踏まえれば、個人消費への悪影

響は前回の緊急事態宣言時よりも小さく

なる可能性が高い。

　試算の想定は以下のとおりである。

　まず、ベースラインとして緊急事態宣言

が再発令されなかった場合、2021年1月

から3月までの個人消費は横ばい（前月

比ゼロ%）と仮定する。緊急事態宣言の対

象地域については、2021年1月の個人消

費が前回の緊急事態宣言時の各都道府

県の3月から4月にかけての落ち込みの

3分の1減少する。2月は1月の落ち込み

の1/2減少する。3月は2020年12月から

2021年2月にかけての落ち込みの1/3を

取り戻す。

　このようにして求めた2021年1-3月期

の個人消費の水準とベースラインの個人

消費の水準の差を、緊急事態宣言再発令

による追加的な個人消費の減少額とした。

　試算結果は図表3のとおりである。全

国の個人消費の減少額は▲1.5兆円とな

り、前回の緊急事態宣言（▲3.6兆円）の約

4割となることが試算される。都道府県別

にみると、東京都の減少額が▲4,920億

円と最も大きくなることは前回の緊急事

態宣言時と同じだが、1-3月期の個人消費

に対する割合でみると、▲6.0%と福岡県

が最も高くなる（東京都は▲5.6%）。福

岡県は前回の緊急事態宣言時の2020年

4、5月の個人消費の落ち込みが非常に大

きかったことが影響している。

　2021年1-3月期の実質GDP成長率へ

の影響は前期比▲1.1%となる。現時点で

は、前回の緊急事態宣言と比べれば経済

への悪影響は小さくなると考えている。た

だし、経済活動の制限自体が前回の緊急

事態宣言時より限定的だとしても、経済の

耐久力が当時よりも大きく低下しているこ

とには注意が必要だ。たとえば、法人企業

統計の経常利益はコロナ前の水準を2割

以上下回っており、特に新型コロナの影響

を強く受けた宿泊業、飲食サービス業は

2020年1-3月期から3四半期連続で赤字

となっている。緊急事態宣言そのものによ

るインパクトが小さかったとしても、事業

の継続が不可能となり、廃業や倒産に追

い込まれる企業が一気に増え、失業者数

が急増するリスクは前回の緊急事態宣言

時よりも高くなっている。

　また、ここでは個人消費に限定して緊急

事態宣言再発令の影響を試算したが、経

済活動の制限は住宅投資、設備投資など

他の需要項目にも悪影響を及ぼす。2021

年1-3月期が大幅なマイナス成長となるこ

とは不可避と考えられる。
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新型コロナ「感染症法・特措法」何が変わったか
入院措置の強化、まん延防止等重点措置等の導入

保険研究部 取締役研究理事 松澤 登
matuzawa@nli-research.co.jp

1―はじめに

　2021年2月3日、通常国会において、「新

型インフルエンザ等対策特別法等の一部

を改正する法律」（以下、改正法）が可決・成

立し、即日公布された。すでに2月13日か

ら施行されている。　

　改正法は感染症の予防及び感染症法の

患者に対する医療に関する法律（以下、感

染症法）、新型インフルエンザ等対策特別

措置法（以下、特措法）など11本の法律を

改正したものである。

　本稿では、改正法のうち感染症法と特

措法の概要を解説する。なお、感染症法は

感染症の患者が発生した場合の対応と医

療について定めた法律であり、特措法は社

会的な感染症のまん延防止を予防的に行

うための法律である。

2―感染症法の改正

　従来は、新型コロナを政令により指定

して、時限的に適用するものにすぎなかっ

た。改正感染症法では、新型コロナを新

型インフルエンザ等感染症の一類型とし

て、法律上明確に位置付けた（第6条第7

項第3号）。このことにより、新型コロナに

対して感染症法が恒久的に適用されるよ

うになった。

　改正感染症法にかかる、主なポイントは

以下の通りである。

　第一に、感染経路やクラスターなどを

調査する積極的疫学調査の実効化であ

る。改正感染症法では、患者が積極的疫学

調査への協力を拒否した場合には、協力

に応ずべきことを命ずることができる（改

基礎研レポート

正感染症法第15条第8項）。ここでいう患

者には、疑似症患者のうち、り患している

と疑うに足る正当な理由のある者、および

無症状病原体保有者をも含む（感染症法

第8条第2項、第3項）。以下、改正感染症法

について、患者というときはこれらの者も

含む。ただし、協力の命令にあたっては所

定の項目を記載した書面を交付しなけれ

ばならない（改正感染症法第15条第10

項、第11項)。正当な理由なく命令に違反し

た患者に対しては30万円以下の過料を課

す（改正感染症法第81条）。

　第二に、入院措置等についての改正であ

る。新型コロナの患者のうち、高齢者など

重症化のおそれがある患者には入院を勧

告する（改正感染症法第26条第2項で準

用する同法第19条第1項）。入院勧告に従

わない者には入院させることができる（入

院措置、改正感染症法第26条第2項で準

用する同法第19条第3項）。

　それ以外の患者には宿泊療養・自宅療

養の協力を求める（改正感染症法第44条

の3第2項）。宿泊療養・自宅療養の協力

要請に従わない者に対しては入院の勧告

および入院措置をすることができる（改正

感染症法第26条第2項）。患者が入院勧

告・入院措置を受けた入院期間中に逃げ

たとき、および正当な理由がないのに入院

措置に反して入院しなかったときには、50

万円以下の過料が課される（改正感染症

法第80条）。

　第三に、厚生労働大臣と都道府県知事

の権限強化である。各種の権限強化や国

や都道府県間の情報共有等の円滑化が図

られているが、ここでは感染症法第16条

の2の改正を取り上げる。この条文は、も

ともと厚生労働大臣および都道府県知事

の、医療関係者に対する協力要請権限を

定めていた。改正法は協力要請の対象者

に民間検査機関を追加するとともに、「協

力要請」を行った対象者が正当な理由が

なく協力しなかった場合は「勧告」を行う

ことができ、さらに勧告に従わない場合に

はその旨を公表できるとした（改正感染

症法第16条の2）。この条文は、民間病院

に新型コロナ患者の受け入れを求め、従わ

ない民間病院を公表する根拠ともなりう

る。しかし、実態として、新型コロナ患者を

受け入れる設備や要員がない病院に一方

的な勧告を行うことは考え難い。

3―特措法の改正

　新型コロナ対策として、従来、特措法附

則で新型コロナに法律を時限的に適用し

ていた。改正特措法では、法律本体で新

型インフルエンザ等に含まれるものと定

義した（改正特措法第2条第1項第1号）。

これにより、特措法が恒久的に適用される

こととなった。以下で新型インフルエンザ

等をいうときは新型コロナを含む。

　具体的な改正の主なものとしては、以下

の通りである。

　第一にまん延防止等重点措置制度の

導入である。新型インフルエンザ等が特

定の区域でまん延し、国民生活や経済に

甚大な影響を及ぼすおそれがある場合に

は、まん延防止等重点措置を公示すること

ができる（改正特措法第31の4）。まん延

防止等重点措置は、緊急事態宣言のよう

に全国的なまん延を要件とはせず、限定さ

れた区域でのまん延状態が生ずることで
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公示できる。

　まん延防止等重点措置で可能になるの

は、特定の業態の事業者に対する営業時

短要請等である（改正特措法第31条の

6第1項）。営業時短要請に従わない事業

者には要請されている措置をとるよう命

ずることができ、命令違反に対しては20

万円以下の過料が課される（改正特措法

第80条）。これらの要請・命令にあたっ

ては学識経験者の意見を聞き（改正特措

法第31条の6第4項）、命令を行ったとき

は、その旨を公表することができる（同条

第5項）。なお、都道府県知事には命令を出

すにあたっての報告徴収、立入検査等の調

査権限が認められる（改正特措法第72条）。

　第二に、緊急事態宣言に基づく営業自

粛や営業停止などの協力要請に従わない

事業者に対する「指示」を、「命令」に格上げ

し（改正特措法第45条第3項）、命令違反

に対しては30万円以下の過料を課すこと

ができる（改正特措法第79条）こととし

た。要請・命令にあたっての学識経験者の

意見聴取や命令したときの公表、命令を

出すにあたっての立入検査等の調査権限

はまん延防止等重点措置と同様である。

　第三に、国および地方自治体は、新型イ

ンフルエンザ等、および新型インフルエン

ザ等に関する措置により影響が及んだ事

業者に対して、財政上の支援を効果的に講

ずるものとした（改正特措法第63条の2）。

改正特措法では、政府は義務的に財政支援

を行うものとされており、また柔軟な支援

が可能となるような書きぶりとなっている。

4―刑事罰か行政罰か

　改正特措法のまん延防止等重点措置に

基づく命令違反、および緊急事態宣言に

基づく命令違反には、提案時点で行政罰

である過料とされていた。

　他方、改正感染症法の入院拒否には、刑

事罰として1年以下または100万円以下の

罰金を科すとの原案となっていたが、50万

円以下の過料を課すものと修正された。

　過料とは、行政上の義務違反に対して

金銭的に負担を課すというペナルティで

あり、社会的な非難の意味合いを持たな

い。他方、刑事罰は社会的に非難される行

為を行ったことに対するペナルティであ

り、前科もつく。

　改正特措法の規定はまん延を防止する

ためという、社会的な予防措置であるた

め、過料にとどめたことは首肯できる。

　他方、改正感染症法の入院拒否は、感染

者が自由に外出することで感染者が更な

る感染者を生じせしめるという危険が具

体的に存在する。

　これは、たとえば軽症者や無症状病原

体保有者が、自宅・宿泊療養先から外出

し、飲食店や温浴施設など各種施設に訪

問することが想定される。このようなこと

が判明した場合は、飲食店等は営業を停

止し、消毒作業を行わなければならない。

　ただし、患者が自発的に訪問先を申告す

るとは限らない。そうすると、入院を拒否す

る行為は感染を拡散させる危険のある行

為であって、刑事罰を科すとすることも十

分に考えられた。

　関係各所が忙殺される中で、伝家の宝

刀、あるいは一罰百戒的な使い方しかでき

ないものだとすると、懲役刑はともかく、過

料ではなく、罰金とすることも議論の余地

があったのではないか。仮に最終的に過料

で決着するとしても、このあたりの議論が

もっとなされてもよかったと思われる。

5―おわりに

　改正特措法は、外出自粛要請違反に何

らの罰則は課してない。外出の自由は移

転の自由や表現の自由と密接な関係があ

るためである。

　しかし、たとえば日本国内で鳥インフル

エンザの人から人への感染が、地域的で

あるが多数発生したようなケースを考え

る。この場合、国内での感染のまん延防止

だけではなく、海外への感染拡大を防止す

る責務を日本は負うこととなる。このこと

は、新型コロナの中国政府による初動対

応の遅れに、各国から批判が出ていること

からも理解ができよう。

　そうであるとするならば、私権制限を最

小化するために、どのような要件の下で、ど

のような手続きを経れば外出制限が可能

になるのかを踏み込んで議論しておく必

要があるのではないだろうか。この論点

は、新型コロナ対応が喫緊の課題である

今回の改正法制定にあたっては避けられ

てきたと思われるが、今後の課題として積

み残されたものといえよう。

まつざわ・のぼる
1985年日本生命保険相互会社入社。

2014年ニッセイ基礎研究所、2018年4月より現職。
ハーバードロースクールLLM取得。

大阪経済大学非常勤講師。
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オフィス市場は調整色が強まる。
コロナ再拡大がホテル･商業の回復に打撃。
不動産クォータリー・レビュー2020年第4四半期

金融研究部 准主任研究員 佐久間 誠
msakuma@nli-research.co.jp

　緊急事態宣言の再発令によって、回復

途上にあった経済の正常化がまた遠のい

た。東京Aクラスビルの20年第4四半期

の成約賃料は前期比▲8.9%下落し、オ

フィス市場の調整色が強まった。一方、物

流施設市場では、旺盛なEC関連需要を背

景に、首都圏・大阪圏ともに需給が引き締

まり、賃料も緩やかに上昇している。

1―経済動向と住宅市場

　20年10-12月期実質GDP成長率は（1

次速報）前期比年率+12.7%と2期連続

のプラス成長になった。一方、今年1月に緊

急事態宣言が再発令されたことで、21年

1-3月期は3四半期ぶりにマイナス成長と

なる見通しである。また10-12月の鉱工業

生産指数は前期比+6.2%と2期連続で

プラスとなった［図表1］。国内外でのコロ

ナ感染再拡大により、先行きは減速する見

通しだが、景況感の改善に見られるように

製造業は引き続き堅調を維持しており、底

堅さを維持する見込みである。

 

　20年10-12月の首都圏マンション

新規発売戸数は13,510戸（前年同期比

不動産投資レポート

+15.5%）となった。また10-12月の首都

圏中古マンション成約件数は9,789件

（前年同期比+11.8%）となり、調査開始以

来、過去最高を記録した［図表2］。緊急事

態宣言と営業自粛の影響で大幅に減少し

た4-6月期を底にマンション取引は新築・

中古ともに回復している。

2―地価動向

　地価は、都心商業地を中心に下落してい

る。「地価LOOKレポート（2020年第3四

半期）」によると、全国100地区のうち上昇

が「1」、横ばいが「54」、下落が「45」となった

［図表3］。同レポートでは、「新型コロナウ

イルス感染症の影響により、ホテルや店舗

等の収益性低下による需要の減退が一部

で見られるが、全体としては需要者の様子

見傾向が継続している」としている。

3―不動産サブセクターの動向

1│オフィス
　20年12月の東京都心5区の空室率

は10カ月連続上昇の4.49%（前月比

+0.16%）、平均募集賃料は5カ月連続下

落の21,999円（前月比▲1.0%）となっ

た。他の主要都市では、空室率は上昇基調

にあるものの、募集賃料は底堅く推移して

いる［図表4］。

　成約賃料データに基づくオフィスレン

ト・インデックスによると、20年第4四半

期の東京都心部Aクラスビル成約賃料は

34,669円（前期比▲8.9%）となり、2017

年第4四半期の水準まで下落した。また

Aクラスビルの空室率は1.6%（前期比

+1.0%）となった［図表5］。新築ビルへ移転

したテナントの二次空室などを背景に空室

率は上昇に転じたが、今後はコロナ禍を経

て、企業が働き方やオフィスの使い方をどの

ように再構成していくのかに注目が集まる。

さくま・まこと
06年住友信託銀行（現 三井住友信託銀行）入行。

13年国際石油開発帝石。15年ニッセイ基礎研究所。
19年ラサール不動産投資顧問。20年ニッセイ基礎研究所（現職）。
不動産証券化協会認定マスター。日本証券アナリスト協会検定会員。
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2│賃貸マンション
　東京23区のマンション賃料は底堅く推

移している。20年第3四半期は前年比で

シングルタイプが+1.5%、コンパクトタイ

プが+2.9%、ファミリータイプが+6.6%

となった。

　一方、都心エリアの賃貸マンションでは

転入者数の減少を背景に需要が弱含みの

傾向にある。住民基本台帳人口移動報告

によると、20年の東京都の転入超過数は

+31,125人と、前年の+82,982人から減

少した［図表6］。今回の緊急事態宣言の発

令が10都府県において3月7日まで延長

されるなか、人口の移動が集中する年度末

にかけての動向を注視したい。

 

3│商業施設・ホテル・物流施設
　商業セクターは、引き続きテナントの

業態により、明暗が分かれている。20年

12月の小売販売額（既存店、前年同月

比）は百貨店が▲13.0%、コンビニが▲

4.0%、スーパーが+1.6%となった。

　コロナ禍により甚大なダメージを受

けたホテルセクターは、依然として厳し

い状況にある。宿泊旅行統計調査による

と、2020年10-12月の延べ宿泊者数は前

年同期比▲34.5%減少し、このうち外国

人が▲95.6%、日本人が▲19.8%となっ

た［図表7］。

　CBREによると、20年12月の首都圏の

大型物流施設の空室率は前期比横ばいの

0.5%となった。また近畿圏の空室率は▲

0.3%低下の3.7%となった［図表8］。EC

関連企業の需要が市場拡大を牽引してお

り、堅調に推移している。

4― J -REIT（不動産投信）市場・
　　　不動産投資市場

　20年第4四半期の東証REIT指数は、前

期比3.3%上昇した。セクター別では、オ

フィス（+5.8%）と商業・物流等（+2.2%）

が上昇した一方で、住宅（▲2.0%）は下

落した。12月末時点のバリュエーション

は、NAV倍率は0.98倍、分配金利回りは

4.0%となった。

　20年のJ-REIT市場を振り返ると、東証

REIT指数は▲16.9%下落し、3年ぶりの下

落となった［図表9］。2月下旬以降、新型コ

ロナ拡大を受けて急落し、高値からの下落

率は一時リーマン・ショック時（2008年）

に次ぐ大きさを記録した。その後は上昇に

転じたものの、オフィス市況の先行き懸念

などを背景に上値の重い展開となった。

　また、J-REITによる物件取得額は、投資

口価格が堅調な物流施設が牽引し、1兆

3,932億円（前年比▲2%）となり例年並

みの水準を確保した。
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新型コロナ  ワクチンのただ乗り
ワクチン忌避をいかに減らすか?

保険研究部 主席研究員 篠原 拓也
tshino@nli-research.co.jp

　新型コロナは、年末年始に感染が拡大

し、1月に緊急事態宣言が再発令された。

そんな中、待望のワクチンが承認され

て、医療関係者から接種が始まっている。

◆ワクチン接種には、慎重な人が多い
　一般に、ワクチン接種で6～7割の人が

免疫を持つと、集団免疫が確立する。た

だ、ワクチンには副反応がつきものだ。日

経新聞の昨年末の世論調査によると、ワ

クチンを「ただちに接種したい」との声は

約1割と少数派。7割程度の人は、「副作用

の発生などの状況をみてから」。「接種し

たくない」との声も1割程度ある。接種に

は、慎重な人が多いようだ。

◆「ワクチン接種ゲーム」のモデル化
　自分がワクチンを打たずとも、周りの多

くの人が打ってくれれば、自分にも感染し

ないはず――これは「ワクチンのただ乗

り(フリーライダー）問題」と呼ばれ、「ワク

チン接種ゲーム」のモデルで研究されてい

る。このモデルでは、未感染で免疫がない

人は、他人の接種行動を参考に接種の有

無を判断すると想定。ある期の始めにワ

クチンを接種すればその期は感染しない

が、接種しなければ一定の確率で感染す

る。そして、次の期の始めに、また接種の有

無を判断…。これを何期も繰り返して、接

種率の変化と感染拡大の動向をシミュ

レーション計算する。

　接種の判断には、前期に接種した人やし

なかった人が受けたメリットとデメリット

が参考になる。少し整理してみよう。

◆デメリット割合とワクチン接種率
　ワクチンを打つメリットは、当然、免疫を

獲得して感染を防ぐことだ。一方、デメリッ

トには、費用と副反応がある。

研究員の眼

　まず費用について、日本では、新型コロ

ナのワクチンは、無料で受けられる。ただ

し、費用は、接種そのものの費用だけとは

限らない。接種会場までの交通費や、接種

のための休業などが考えられる。

　もう1つの副反応について、どんなワク

チンでも副反応を完全にゼロにはできな

い。欧米では、接種後にアレルギー反応が

出たケースが報告されている。一時的な炎

症ではなく、生命の危険や、後遺症の残る

副反応は、デメリットが大きい。

　ワクチン接種ゲームでは、メリットを

100%とし、それに対するデメリットの割

合に応じて接種の有無を判断。何期か終

えた後の結果のイメージをみてみよう。

 

　デメリットがゼロなら接種率は100%

だが、少しでもあると、接種率は大きく低下

（1の部分）。「少しでもデメリットがあるな

ら、ワクチンは打たない」という人が出てく

るためとみられる。そうした人が抜けたあ

とは、デメリットが大きくなるにつれて、ワ

クチンを打つ人がなだらかに減少（2の部

分）。「接種して感染を避けたい」と思う人

が徐々に減るためだ。デメリットが感染予

防のメリットの9割程度になると、ほとん

どの人にとって接種の意味がなくなる（3

の部分）。「感染は防げても重い副反応が

出てしまうのでは話にならない」という状

態だ。接種率はゼロまで下がってしまう。

◆誰の真似をするか
　何を参考に接種を判断するだろう

か?「他人は気にせず、一人で決める」とい

う人もいるだろう。だが、多くの人は、「他

人が感染を防げたら、自分も受ける」など

と、他人を真似するものとみられる。

　問題は、誰の真似をするかだ。まず考

えられるのは、家族や友人など身近な人

だ。しかし、そればかりとは限らない。メ

ディアで有名人の接種が報じられれば、影

響を受ける人も多いはずだ。アメリカでは

現大統領が、12月に接種を受ける姿を公

開していた。これは国民への接種推奨効

果を考えてのことといえる。

　では、接種に関する情報が開示されて

いて、真似する対象が多い場合はどうなる

か?先ほどのモデルによると、グラフの2

の部分が違ってくる。情報が開示されるほ

ど、デメリットが上がった時の接種率の低

下の傾きが急になる。つまり、人々がデメ

リットの情報に敏感になる。

◆デマはワクチン忌避をもたらす恐れも
　接種を受ける基準は、人により異な

る。ただ、判断にあたって、すでに行われた

接種の情報は大切だ。特に副反応につい

ては、症状の発生度合、程度、原因等の情

報が正しく伝えられるかどうかで、様子見

をしていた人の態度が変わってくる。

　SNS上のデマ情報に翻弄される懸念も

ある。人々が疑心暗鬼に陥り、ワクチンを

忌避してしまいかねないからだ。WHO

は、健康に対する脅威の1つとして、「ワク

チン忌避」を挙げている。

　最終的には、一人ひとりが納得のいく判

断をして、ワクチン接種に対応する。これ

が、集団免疫確立の近道といえそうだ。

しのはら・たくや
92年日本生命保険相互会社入社、14年ニッセイ基礎研究所

日本アクチュアリー会正会員
主な著書に『できる人は統計思考で判断する:
「自分の頭で考える力」がつく35のレッスン』
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上席エコノミスト 上野 剛志
うえの・つよし｜tueno@nli-research.co.jp

1998年日本生命保険相互会社入社、
2001年同財務審査部配属、
2007年日本経済研究センターへ派遣、
2008年米シンクタンク The Conference Boardへ派遣、
2009年ニッセイ基礎研究所。

円安ドル高・金利上昇の流れは
続くのか?

ル円は、円安ドル高基調が続き、本日には
一時4カ月ぶりのドル高水準となる1ドル
106円台に乗せた後、足元でも105円台

後半にある。米国でコロナワクチンの普及と追加経
済対策の早期成立への期待が高まり、先々の景気回
復を織り込む形で米長期金利が上昇基調を辿ったた
めだ。日米金利差が拡大し、円安ドル高が促された。
　今後のドル円の行方も米金利の動向によって大
きく左右される。米国で手続きが進められている大
規模な追加経済対策は早期の成立が予想される。ま
た、ワクチンの接種も着実に進行すると見込まれる
ため、米金利の上昇自体は正当化されるだろう。ただ
し、足元の米金利はこれらの材料を大方織り込み済
みとみられる。また、FRBは景気回復を阻害しかねな
い急速な金利上昇を望んでいないため、けん制する
意味でのハト派的な発言が増えることも想定される。
米金利上昇とそれを背景とするドル高の動きはしば
らく一服し、3か月後の水準は現状程度に留まると
予想している。
　なお、3月中旬には日銀による政策点検の結果公
表が予定されている。大幅な政策変更はないものの、
副作用対策として国債やETFの買入れ柔軟化が決ま
る可能性が高い。市場との対話がうまくいかず、「緩
和姿勢の後退」と受け止められれば、一時的に円高
が進むリスクがある。
　ユーロ円は、ワクチン普及期待等に伴う世界的な
株高を受けてリスク選好的な円売りユーロ買いが
入ったほか、イタリアでのドラギ政権発足の動きも
ユーロの追い風となり、足元では128円台と約2年
ぶりのユーロ高水準にある。ただし、積極的なユーロ
買い材料が見当たらないなかで、今後は過熱感の漂
う内外株価に調整が入る可能性が高い。従って、ユー
ロ円は弱含み、3か月後には126円台になると予想
している。
　長期金利は、米金利上昇や日銀による国債買入れ
柔軟化への警戒を受けて上昇し、足元では0.1％に肉
薄している。今後は既述の通り、米金利の上昇が一服
することで、日本の金利上昇も一服し、3か月後も現
状程度の水準に留まると見ている。ただし、3月には
日銀による政策点検の結果公表を受けて、一時的に
金利が上昇したり、不安定化したりするリスクがある。

マーケット・カルテ3月号［執筆時点：2021/2/17］
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